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成田市下福田に建設が進められているヒューリック

国際物流施設。全国初となる「地域未来投資促進法」

の弾力的活用が注目される一方、県道の大型車両規制

解除など、道路環境の変化に心配の声も上がります。 

ヒューリック大型物流施設 進出経緯とその影響

は 

●通常、農振除外などの手続きで準備に数年 

 印旛郡栄町 

から成田市へ 

向かうバイパ 

ス道路沿いで、 

2029年 3月の 

稼働を目指し、 

建設が進めら 

れているヒューリック社による大型物流施設。こ

の事業用地の取得にあたって注目されたのが、全

国初となる「地域未来投資促進法の弾力的活用」

との手法です。 

現地は山や田んぼが広がる土地で、現にヒュー

リック社が確保した約 46 ㌶のうち、約 13 ㌶は農

地だと言います。通常、農地を事業用地に転用す

る場合、「農振法」の農振除外（農業用地からの

除外）手続きが必要で、特に農林水産大臣との協

議が必須となる４㌶を超える土地の場合、数年単

位の準備期間を要することとなります。 

そこで、千葉県と成田周辺９市町（成田市、富

里市、栄町など）は国に対し、「４㌶を超える大

規模な事業を進めようとする場合、農振除外や農

水大臣協議の手続き、許可にどれくらいの時間が

かかるか予測しづらく、進出を予定する企業が二

の足を踏んでいる」として、国家戦略特区の指定

を求めてきました。結局、同指定は見送られたも 

でより詳しく！ 

のの、特区の有識者ワーキンググループで「何ら

かの措置が必要」とされ、その後に農水省と県が

協議。「地域未来投資促進法の弾力的な活用」と

して、成田空港周辺９市町に限り、要件を満たし

た土地で農振除外等の手続きを省略することが可

能となり、今回のヒューリックの進出に至ったと

いうわけです。 
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印西市

●県道成田安食線 大型車両規制が年度内に解除 

 一方で、 

ヒューリ 

ック物流 

施設の開 

業を見込 

み、県道 

成田安食 

線にて実 

施されている、大型車両の通行規制が今年度内に

解除されることが明らかとなっています。 

 栄町や印西市を含む、国道 356 号、6 号、16

号、296 号などで囲まれた地域（上図の斜線部

分）は、これまで 50年にも渡り、大型貨物車両の

進入を禁止する「北総規制」がかけられてきまし

た。今回の規制解除により、地域への企業進出に

よる地域活性化が期待される一方、大型貨物車両

の流入による道路渋滞や、荷待ちする違法駐車車

両の発生などを懸念する声も上がっています。 

 成田市下福田への大型物流施設の進出により、

深刻な道路渋滞や大型車の違法駐車などの負の影

響を負うことがないよう、道路管理者である県へ

の対策強化を求めてまいります。 
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千葉ＮＴ中央駅前のＤＣ計画 誰が駅前に誘致した？ 

●高さ 52㍍超建物に近隣住民から反対の声 

ＤＣの 

建設計画 

が持ち上 

がってい 

るのは、 

千葉ＮＴ 

中央駅か 

ら徒歩５ 

分の１万 

平方㍍の敷地。計画によれば、高さ52.7㍍となる計

画で、東側に隣接する 15 階建てマンションより 10

㍍近く上回ることとなります。日が当たらなくな

る、24時間 365日の騒音など近隣住民の不安はもち

ろんのこと、窓もない無機質なビルが市の中心部に

建つことに、中央駅やイオンを利用する市民から、

広く反対の声が上がるのも無理はありません。 

４月に明らかとなった、千葉ニュータウン中央駅前の

データセンター（DC）の建設計画。予定地の歴史を紐解

いていく中で、半官半民のまちづくり企業である㈱千葉

ニュータウンセンターが、「駅前ＤＣ」を誘致していた

ことが明らかとなっています。 

●ＣＮＣは県職員も在籍する半官半民企業 

千葉ＮＴ中央駅前の敷地に、ＤＣを誘致したＣＮ

Ｃは、今も複数の県職員、県職員ＯＢが在籍する、

半官半民のまちづくり企業です。駅前の市中心地に

そぐわないデータセンターの建設計画に、なぜブレ

ーキがかけられなかったのか、今後、厳しく追及さ

れるべき問題であることは間違いありません。 

受益権が譲渡されたのが同年 12 月。これは、平成

30年度中のＵＲ所有土地の処分が迫られる中、ＵＲ

の関係企業である同合同会社に、駆け込みで所有権

が移転されたことを意味しています。 

その直後の平成30年、同地を定期借地していた㈱

千葉ニュータウンセンター（ＣＮＣ）は、その土地

活用の検討を始めています。 

ＣＮＣは、イオンモール千葉ニュータウン（イオ

ン棟）やアルカサール等の建物、駐車場を所有し、

管理運営するＵＲの子会社。ＵＲ土地の借主であり

ながら、その土地活用の企画、決定をする立場にあ

ったのです。 

さて、当該予定地については複数の引き合いがあ

ったものの、新型コロナの影響もあり、商業施設は

ほとんどなく、マンションやＤＣの案件ばかりだっ

たようです。そのような中、令和 2年 10月、ＣＮＣ

は複数の事業者の中から、三井物産アセット・マネ

ジメンＨＤ社を選定し、ＤＣに関する協議を開始し

ます。三井物産アセットマネジメントＨＤは、印西

市内ですでに４か所の施設を運用するＤＣ企業の関

係企業。つまりは、ＣＮＣが駅前ＤＣ誘致の道筋を

つけてしまったことになるわけです。 

●ＣＮＣ ＵＲ土地活用の企画、決定する立場 
さて、今回のＤＣ予定地について歴史を紐解く

と、平成 29 年から動きがあったことがわかってき

ます。ＵＲと県企業局が所有していた同地につい

て、県持ち分がＵＲに譲渡され、さらに三井住友信

託銀行に信託された上で、日本土地開発合同会社に 
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